
はじめに

　2019 年末から中国湖北省武漢市に原因不明
の肺炎が流行しているとの報道があった．当初
は，武漢市の海鮮市場に関連した人の間で集団
発生したとされた．その後，春節で多くの人が
武漢から海外に出たこともあり，全世界に流行
が拡散するに至った．国内では，2020年1月15
日に新型コロナウイルス感染症（coronavirus 
disease 2019：COVID-19）初症例として，中国
武漢市に滞在歴のある肺炎患者が確認された1）．
9 月 5 日現在までに累計 71,583 名の感染者と
1,361 名の死亡者が報告されている．我が国で
は，新しい感染症に対する危機管理を必ずしも
重要視してこなかったため，今回の流行に対す
る準備が十分ではなかった．この間，厚生労働
省及び政府の新型コロナウイルス感染症対策本
部のもとには，COVID-19に関する専門家助言組

織として，新型コロナウイルス感染症対策アド
バイザリーボード（以下，アドバイザリーボー
ド），新型コロナウイルス感染症対策専門家会議

（以下，専門家会議），基本的対処方針等諮問委
員会ならびに新型コロナウイルス感染症対策分
科会が設置され，活動してきた（図）．専門家会
議構成員は，感染拡大を防止し，重症者及び死
亡者の発生を最大限抑止することを目標として
政府に提言してきた．これらの会議での活動を
通じて，「科学的専門家助言組織」のあり方等に
ついては，さまざまな課題に気付かされた．

1．‌�アドバイザリーボードの活動と‌
専門家会議の発足

　2020年2月初頭，厚労省は，アドバイザリー
ボードを設置した2，3）．国の審議会等では，予め
示された議事次第に沿って，議案に対し専門家
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が意見を陳述する．アドバイザリーボードで
も，事務局が用意した個別のテーマに対し，構
成員が意見を述べるにとどまった．そして，2
月14日，政府対策本部のもとに，専門家会議が
発足し4），COVID-19の対策について医学的な見
地から助言等を行うことが求められた．構成員
には，アドバイザリーボードのメンバーに加え
て，座長が出席を求める複数の有識者が加わっ
た．第 1 回（2 月 16 日）では，ダイヤモンド・
プリンセス号に関する対応，政府から提案され
た相談・受診の目安に関して5，6），第 2 回（2 月
19日）では，大規模イベントの開催について議
論を行った7）．この時点では，構成員の役割は，
政府が提示した案に応答するという受動的なも
のであった．

2．「前のめり」になった専門家会議

　しかし，2 月中旬以降，ウイルスの感染拡大
が予期され，強い危機感が構成員の間で高まっ
た．そのため，①専門家側が感染状況を分析し，
対策案を政府に提起する必要性，②その提案に
ついて社会に説明する必要性，③市民と感染防
止策を共有する必要性について，構成員の間で
意見が一致した．専門家側が審議会等において
このような積極的な取り組みを進めることは，
一般的ではない．しかし，感染症危機において，
専門家の役割は，科学的知見を収集・分析して

政府に助言をするだけでなく，公衆衛生上の観
点から感染予防や感染拡大防止に資する対策案
も提供することであると考えた．
　そのため，第 3 回（2 月 24 日）の会議で，構
成員から「専門家と行政側がブレインストーミ
ングできるような場を持ち，検討の依頼があっ
た個別の問題だけでなく，大きな方向性や戦略
などを，厚生労働大臣に進言できる体制を望
む」ことを発言し8），加藤厚生労働大臣（当時）
の了解を得た．また，専門家会議の感染拡大防
止に関する危機感を市民と共有すべきと考え，
そのために「新型コロナウイルス感染症対策の
基本方針の具体化に向けた見解」を取りまと
め，政府の了承も得て発表した9）．

3．‌�専門家会議による‌
「見解」「状況分析・提言」

　第 6 回（3 月 9 日）では，日本のCOVID-19 に
対する戦略を「見解」として取りまとめた10）．

「クラスター（集団）の早期発見・早期対応」，
「患者の早期診断・重症者への集中治療の充実
と医療提供体制の確保」，「市民の行動変容」の
3 本柱を基本戦略として政府に対し提案した．
　第 7 回（3 月 17 日）では，ヨーロッパ諸国や
東南アジア，エジプトからの移入による症例増
加への懸念が高まり，入国者への対策について
厚労省に要望した11）．しかし，結果として，欧

図　新型コロナウイルス感染症対策専門家助言組織
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州からの感染者の移入を抑えられず，3 月以降
の感染拡大の要因となってしまった．
　第 8 回（3 月 19 日）の「状況分析・提言」で
は，地域での流行状況の評価を行った．海外で
みられるようなオーバーシュート（爆発的患者
急増）への懸念と，そのような事態に至った場
合にはロックダウン（都市封鎖）に類する措置
が必要になること等について，政府に助言し
た．第 8 回以降，専門家会議から発表する文章
のタイトルは，それまでの「見解」から「状況
分析・提言」となり，より総合的なものに変更
された．より有効な提案を行うために，専門家
の主張と共に，政府の考え方や対策の全体を，
厚労省等の職員と構成員が，一定の緊張関係の
もと，毎日のように議論しながら「状況分析・
提言（案）」を取りまとめ12），会議でもさらに意
見を交わし，完成させ，記者会見で発表した13）．
　4月7日，政府対策本部決定により，7都府県
に対して，新型インフルエンザ等対策特別措置
法に基づく緊急事態宣言が発出された．なお，
緊急事態宣言に関しては，専門家会議ではな
く，基本的対処方針等諮問委員会が政府の諮問
に対して議論し，答申を行った．4 月 16 日に
は，全ての都道府県が緊急事態宣言の対象とさ
れた．
　第 11 回から第 15 回専門家会議では，緊急事
態宣言下での国内の流行状況の評価と共に，そ
の時々の施策の提案とさらなる課題等を政府に
助言した14～18）．

4．専門家会議の活動からみえてきた課題

　2 月初頭に設置されたアドバイザリーボード
から始まった，専門家助言組織としての活動を
通じて，いくつかの課題が明らかとなり，専門
家会議のあり方についても検討した．

1）政府と専門家会議の関係性について

　本来であれば，専門家会議は医学的見地から

助言等を行い，政府はその助言を参考としつ
つ，政策の決定を行う．しかし，外から見ると，
あたかも専門家会議が政策を決定しているよう
な印象や誤解を与えていたかもしれない．この
ような誤解には，専門家や政府の情報発信のあ
り方も影響していた．

2）市民への情報発信について

　国内での感染拡大が目前に迫り，危機感が高
まり，2 月 24 日の「見解」では，専門家会議が
市民に直接に行動変容等をお願いするに至っ
た．その後も，詳細且つ具体的な事項を提案し
てきた（「人との接触を 8 割減らす，10 のポイ
ント」，「新しい生活様式の実践例」等）．さら
に，感染症対策として人々の行動変容を促す意
図から，政府へ経済的な補償・援助の要請を言
及するに至った．だが，このような活動は，さ
らに詳細且つ具体的な判断や提案を専門家会議
が示すものという期待を高めてしまった．その
反面，専門家会議への警戒感を高めた人もい
た．また，頻回に記者会見を開催した結果，国
の政策や感染症対策は専門家会議が決めている
というイメージが作られ，あるいは作ってし
まった．

3）‌�科学的専門家助言組織のあり方 
（責任範囲と役割の明確化）

　本来，科学的専門家助言組織は，現状を分析
し，その評価をもとに政府に対して提言を述べ
る役割を担うべきである．また，政府はその提
言の採否を決定し，その政策の実行について責
任を負う．そして，リスクコミュニケーション
は政府が主導して行い，専門家助言組織もそれ
に協力するという関係性であるべきである．
　今回のように，社会的に大きなインパクトの
ある感染症対策に関わる専門家助言組織は，社
会経済活動の維持と感染拡大防止対策の両立を
図るために，医学や公衆衛生学以外の分野から
もさまざまな領域の知を結集した組織とする必
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要がある．また，倫理的・法制度的・社会的課
題（ethical, legal and social implications/issues：
ELSI）の専門家と政府のリスクコミュニケー
ションのあり方にアドバイスできる専門人材が
必要である．さらに，このような専門家助言組
織が有効に機能するためには，事務局機能によ
るサポートが欠かせない．

4）‌�危機対応時における市民との 
コミュニケーションの体制整備

　危機対応時においては，市民が身を守るため
の情報を簡潔且つ明瞭に発信する必要がある．
リスクコミュニケーションは，一方向的な広報
とは大きく異なる．戦略的な情報発信を実施す
ることができるよう，専門人材を活用すべきで
ある．また，政府，リスクコミュニケーション
の専門家ならびに専門家助言組織は，相互に連
携のうえ，政府として発信すべき情報について
議論を行い，情報発信すべきである．

おわりに

　専門家会議構成員が「次なる波に備えた専門
家助言組織のあり方について」として，6 月 24
日に政府に提案した19）．その結果，専門家会議
は 7 月 3 日に廃止され，新たに新型コロナウイ
ルス感染症対策分科会が設置されると共に，ア
ドバイザリーボードが活動を再開した（図）．こ
れは専門家会議構成員からの提案が政府に受け

止められたものと考えている．緊急事態宣言に
より，3 月からの感染拡大は一旦収束したが，
東京・新宿の繁華街を中心に感染が継続し，7
月以降，感染が再拡大し，全国に波及した．最
初に述べたとおり，専門家会議構成員は重症者
及び死亡者の発生を最大限抑止することを目標
としてきた．一方，分科会では，感染拡大を防
止しつつ，経済活動の再開も重要と考えてい
る．そのため，医療，公衆衛生，社会経済，リ
スクコミュニケーションならびに自治体等の代
表が参加してこの難しい両立を成立させるため
の対策について議論している．7 月末頃に感染
拡大はピークを迎え，9 月初頭の現在，下降傾
向にある．秋冬のインフルエンザ流行シーズン
を迎え，来年 2021 年にはオリンピック・パラ
リンピック開催も控えている．今後もアドバイ
ザリーボードと分科会の活動が期待されている．
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